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改正介護保険制度

改正介護保険制度の内容とその意義 ………………………………………………………………… 小山秀夫　

改正介護保険法における地域包括ケア体制とは …………………………………………………… 筒井孝子

介護予防給付導入にかかわる要介護認定の改訂 ……………………………………… 西村秋生，川内敦文

認知症高齢者に対する新たな地域密着型サービスの意義 ………………………………………… 東野定律

改正介護保険制度と「栄養ケア・マネジメント改革」 …………………………………………… 杉山みち子

「介護保険サービス情報の公表」の成立過程と課題 ……………………………………………… 藤林慶子

介護予防の考え方とその手段 ………………………………………………………………………… 水嶋春朔

「保健医療科学」
第５５巻　第１号　予告

編　集　後　記

　今回の特集は「未成年者への喫煙対策」である．編集後記を書いている頃，テレビでは夏の全国高校野球選手権大会で2連

覇を達成した駒大苫小牧高校の3年生の野球部員らが飲酒，喫煙をして補導され，同校は選抜高校野球大会への出場辞退を表

明，のニュースを大きく取り上げている．またまた，学校教育・管理の甘さがでたのではないか，と指摘されている．しか

し，そうだろうか？子供は大人の行動をまねて育つものである．むしろ，喫煙対策に無関心な大人が多いことがこのような

「事件」を招いているのではないだろうか？たとえば，欧米の学会に出席して，会場近くのちょっとしたレストランにでも

入ろうとすると，まずは，smoking or non-smoking と聞いてくれる．日本のお店（例えば，寿司屋，ラーメン屋，OOO食

堂）で smoking or non-smoking（もちろん日本語で）とお店の人から聞いてくれるところはあるだろうか？日本でも欧米型

レストランでは，そういうところが少しは増えているが，昔ながらのお店ではあっても極めて稀なのではないだろうか？未

成年者への喫煙対策を言うのであれば，まずは，大人の行動変容と社会環境の整備がまず必要である．その成功なくして，

子供への対策も成功するはずがない．

（丹後俊郎）
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「保健医療科学」投稿規程

1.  投稿論文
　公衆衛生および社会福祉の向上，普及に資する研究，および活動報告とし，「保健医療科学」編集委員会が掲載内容を決定す
　る（掲載は無料）.ただし，他誌に発表（予定も含む）された論文は掲載しない．

2.  種類，内容及び制限項数
　論壇（Commentaries）
　　：公衆衛生および社会福祉の活動，政策，動向などについての提案，提言［5頁以内］
　総説（Reviews）
　　：研究・調査論文の総括及び解説［12頁以内］
　原著（Original Articles）
　　：独創的な研究にもとづく新知見を含む論文［10頁以内］
　ノート（Notes）
　　：原著に比べて簡単で若干の新知見を含むもの［5頁以内］
　資料（Research Data）
　　：調査または統計などをまとめたもの［8頁以内］
　現場報告（News from the Field）
　　：国内外の公衆衛生および社会福祉に関する実践，教育，研究などの報告［5頁以内］
　レター（Letters）
　　：掲載論文に対する意見など［1頁以内］
　書評（Book Reviews）
　　：公衆衛生および社会福祉に関する図書などの紹介［1頁以内］
　　　＊なお，刷り上り1項は2,600字相当

3.  発行頻度
　年4回発行し，4号分をもって1巻とする．また必要に応じて補冊（Supplement）を発行する．

4.  投稿方法
　「投稿申込書」（様式1）を添えて，原本ならびに明瞭なコピーを2部提出する．なお，原図，写真などは汚損を避けるため
　別にコピー2部を提出する．
　なお，執筆要領については別に定める．

5.  原稿採否
　投稿論文の採否は，複数の専門家による査読の結果に基づき，編集委員会にて決定する．

6.  別刷り
　50部までは無料．51部以上は著者負担とする．また掲載誌1部を贈呈する．

7.  校正
　著者校正は初校までとし，脱落，誤植などの校正とする．原文および図表等の大幅な訂正などは認めない．

8.  出版権
　本誌の出版権は本院に属する．なお，他誌などにその全部または一部を使用する場合は本編集委員会の同意を必要とする．

9.  投稿先
　「保健医療科学」編集委員会
　〒351-0197　埼玉県和光市南2-3-6
　TEL. 048-458-6209    FAX. 048-469-0326

（平成 17 年 2 月 3日）


